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告    示 

土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧について（資産

税課） 

那覇市告示第 515 号  

令和７年３月４日  

掲 示 済  

 

 

土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧について 

 

 

地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 416条の規定により、令和７年度の土地

価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を、次のとおり納税者の縦覧に供する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 縦覧期間  令和７年４月１日（火）から 

        令和７年４月 30日（水）まで 

        （土曜・日曜及び休日を除く） 

 

２ 縦覧時間  午前９時から午後５時まで 

（正午～午後１時を除く） 

 

３ 縦覧場所  企画財務部 資産税課（本庁３階 41番窓口） 
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身体障害者手帳交付に係る医師の指定について（障がい福祉課） 

那覇市告示第 537 号  

 令和７年３月 17 日  

 

 

身体障害者手帳交付に係る医師の指定について 

 

 

身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 283号）第 15条第１項の規定に基づき令和

７年２月 21日付け次のように指定した。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

 

 医師氏名 診療科目 医療機関名 

１ 髙原 健太 脳神経外科 那覇市立病院 

２ 宮里 清隆 脳神経外科 那覇市立病院 

３ 友利 壮志 脳神経外科 那覇市立病院 

４ 森岡 弘光 外科 那覇市立病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1697 

 

公    告 

エコマール那覇等電力設備保守点検業務委託に係る制限付一般競争

入札の実施について（クリーン推進課） 

那覇市公告第 840 号  

令和７年２月 28 日  

掲 示 済  

 

 

制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 

 次のとおり制限付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令第 167条の６ 

及び那覇市契約規則第４条の規定により公告する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 入札に付する事項 

 （１）業 務 名 エコマール那覇等電力設備保守点検業務委託 

 （２）委託期間 令和７年４月１日から令和 10年３月 31日まで 

         （長期継続契約） 

          今回の契約は那覇市長期継続契約を締結することができる契

約を定める条例（平成 21年那覇市条例第 41号）第２条第２号

の規定に基づく長期継続契約であるため、契約を締結した年度

の翌年度において、各年度における長期継続契約の経費予算の

範囲内で契約を締結又は契約を継続するものであり、当該契約

に係る支出予算減額または削除があった場合、この契約を変更

又は解除することができるものとする。 

 （３）履行場所 那覇市汚水処理場、エコマール那覇プラザ棟、エコマール那覇

リサイクル棟、し尿等下水道放流施設  以上４か所 

 （４）業務内容 電気事業法 42条の規程に基づく点検（別紙 仕様書のとおり） 

 （５）当該競争入札は、競争入札参加資格の審査を入札執行後に行う事後審査型 

である。 

 

２ 入札執行の日時及び場所 

 （１）日  時 令和７年３月 21日（金）午後２時 

 （２）場  所 那覇市クリーン推進課 会議室 

         ※郵送による入札は認めない。 

 （３）特記事項 この公告は、令和７年度当初予算成立を前提とした年度開始前 

         の事前準備手続であり、本入札案件は、令和７年度当初予算成

立後に効力を生じる案件である。那覇市議会により当該予算

に係る議決が延期又は否決された場合は、入札を延期又は中
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止する場合がある。 

 

３ 入札説明会 

入札説明会は実施しませんので、入札案内及び仕様書に不明な点がありまし

たら、質問書に記入して FAXにて問い合わせください。 

入札案内及び仕様書、入札書、委任状、質問書の様式は那覇市ホームページ

よりダウンロードできます。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

 （１）那覇産業保安監督事務所の「電気保安法人名簿」に登録されていること。 

 （２）過去２年間に同規模の国又は地方公共団体の公共施設の点検の実績がある 

こと。 

 （３）那覇市の市税を完納していること。 

 （４）那覇市内に本店又は支店、営業所等があること。 

 （５）労災保険、雇用保険、厚生年金及び健康保険制度があること。 

 （６）賃金不払等社会的不正行為がないこと。 

 （７）事務執行において不誠実な行為がないこと。 

 （８）経営及び信用の状況が良好であること。 

 （９）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項の規定す 

る者に該当しないこと。 

 （10）地方自治法施行令第 167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認めら 

れたものにあっては、その事実があった後２年を経過していること。 

 （11）那覇市暴力団排除条例（平成 24年那覇市条例第１号）第２条第１号に規 

   定する暴力団員に該当しておらず、又は関係していないこと。 

 （12）その他市長が必要と認める条件 

 

５ 入札保証金 

那覇市契約規則第８条第１項第３号により免除する。 

ただし、落札者が正当な理由なく契約を締結しないときは、損害賠償金として、

入札金額の 100分の５を那覇市に納付すること。 

 

６ 契約保証金 

那覇市契約規則第30条第１項第９号により免除する。 

 

７ 入札・落札に関する事項 

別紙「入札の心得」を参照すること。 

 

８ 入札金額に係る消費税の扱い 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするため、入札参加者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、見積もった金額の

110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 
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９ 対象施設の事前見学 

対象施設を事前に見学希望する場合は、施設毎に担当者がいるため、下記担

当者へ問合せのうえ日程の調整を行うこと。 

施設の見学は令和７年３月12日までとする。 

（施設担当者） 

  ・那覇汚水処理場        担当：比嘉 良磨 

  ・エコマール那覇プラザ棟    担当：波平 常義 

 ・エコマール那覇リサイクル棟  担当：波平 常義 

  ・那覇市し尿等下水道放流施設  担当：伊集 守幸 

 

10 問い合わせ先 

  那覇市 環境部 クリーン推進課管理グループ 伊集 

  〒901-1105 南風原町字新川 650 

TEL：098-889-3567 FAX：098-888-1274 
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消防設備保守点検（那覇市し尿等下水道放流施設 他３施設）業務

委託に係る制限付一般競争入札の実施について（クリーン推進課） 

那覇市公告第 841 号  

令和７年２月 28 日  

掲 示 済  

 

 

制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 

次のとおり制限付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令第 167条の６

及び那覇市契約規則第４条の規定により公告する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 入札に付する事項 

 （１）業 務 名 消防設備保守点検（那覇市し尿等下水道放流施設 他３施設） 

         業務委託 

 （２）委託期間 令和７年４月１日から令和 10年３月 31日まで 

         （長期継続契約） 

         今回の契約は那覇市長期継続契約を締結することができる契約 

を定める条例（平成 21年那覇市条例第 41号）第２条第２号の 

規定に基づく長期継続契約であるため、契約を締結した年度の

翌年度において、各年度における長期継続契約の経費予算の範

囲内で契約を締結又は契約を継続するものであり、当該契約に

係る支出予算減額または削除があった場合、この契約を変更又

は解除することができるものとする。 

（３）履行場所 那覇市汚水処理場、エコマール那覇プラザ棟、エコマール那覇

リサイクル棟、し尿等下水道放流施設  以上４か所 

 （４）業務内容 消防法第 17条の３の３に基づく点検（別紙 仕様書のとおり） 

 （５）当該競争入札は、競争入札参加資格の審査を入札執行後に行う事後審査型 

   である。 

 

２ 入札執行の日時及び場所 

 （１）日  時 令和７年３月 21日（金）午後２時 30分 

 （２）場  所 那覇市クリーン推進課 会議室 

         ※郵送による入札は認めない。 

 （３）特記事項 この公告は、令和７年度当初予算成立を前提とした年度開始前 

         の事前準備手続であり、本入札案件は、令和７年度当初予算成

立後に効力を生じる案件である。那覇市議会により当該予算に

係る議決が延期又は否決された場合は、入札を延期又は中止す

る場合がある。 
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３ 入札説明会 

入札説明会は実施しませんので、入札案内及び仕様書に不明な点がありまし

たら、質問書に記入して FAXにて問い合わせください。 

入札案内及び仕様書、入札書、委任状、質問書の様式は那覇市ホームページ

よりダウンロードできます。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

 （１）沖縄県消防設備協会員であり、仕様書にある点検業務を行うために必要な 

   資格を有する従業員がいること。 

 （２）那覇市法制契約課に工事業者の「消防設備」の業種で登録がなされている 

   こと。 

 （３）公告日から入札執行日までの間に、本市から那覇市建設工事等の請負契約

に係る指名停止に関する要領に基づく指名停止の措置を受けている期間が

ないこと。 

 （４）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項規定する

者に該当しない者であること。 

 （５）過去２年の間に本市その他の官公署とその種類及び規模をほぼ同じくする

業務を２回以上にわたって誠実に履行していること。 

 

５ 入札保証金 

那覇市契約規則第８条第１項第３号により免除する。 

ただし、落札者が正当な理由なく契約を締結しないときは、損害賠償金とし

て、入札金額の 100分の５を那覇市に納付すること。 

 

６ 契約保証金 

那覇市契約規則第 30条第１項第９号により免除する。 

 

７ 入札・落札に関する事項 

別紙「入札の心得」を参照すること。 

 

８ 入札金額に係る消費税の扱い 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするため、入札参加者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、見積もった金額の

110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

９ 対象施設の事前見学 

対象施設を事前に見学希望する場合は、施設毎に担当者がいるため、下記担

当者へ問合せのうえ日程の調整を行うこと。 

施設の見学は令和７年３月12日までとする。 

（施設担当者） 

・那覇汚水処理場        担当：比嘉 良磨 

・エコマール那覇プラザ棟    担当：波平 常義 
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  ・エコマール那覇リサイクル棟  担当：波平 常義 

  ・那覇市し尿等下水道放流施設  担当：伊集 守幸 

 

10 問い合わせ先 

  那覇市 環境部 クリーン推進課管理グループ 伊集 

  〒901-1105 南風原町字新川 650 

TEL：098-889-3567 FAX：098-888-1274 
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令和７年度次亜塩素酸ソーダ補充業務委託に係る制限付一般競争入

札の実施について（クリーン推進課） 

那覇市公告第 842 号  

令和７年２月 28 日  

掲 示 済  

 

 

制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 

 次のとおり制限付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令第167条の６

及び那覇市契約規則第４条の規定により公告する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 入札に付する事項 

 （１）業 務 名 令和７年度次亜塩素酸ソーダ補充業務委託 

 （２）委託期間 令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

 （３）履行期間 那覇市し尿等下水道放流施設（浦添市伊奈武瀬１-５-11） 

 （４）業務内容 別紙「令和７年度 次亜塩素酸ソーダ補充業務委託 仕様書」 

         のとおり 

 （５）当該競争入札は、競争入札参加資格の審査を入札執行後に行う事後審査型

である。 

 

２ 入札執行の日時及び場所 

 （１）日  時 令和７年３月 21日（金）午後３時 

 （２）場  所 那覇市クリーン推進課 会議室 

         ※郵送による入札は認めない。 

 （３）特記事項 この公告は、令和７年度当初予算成立を前提とした年度開始前 

         の事前準備手続であり、本入札案件は、令和７年度当初予算成

立後に効力を生じる案件である。那覇市議会により当該予算に

係る議決が延期又は否決された場合は、入札を延期又は中止す

る場合がある。 

 

３ 入札説明会 

入札説明会は実施しませんので、入札案内及び仕様書に不明な点がありまし

たら、質問書に記入して FAXにて問い合わせください。 

入札案内及び仕様書、入札書、委任状、質問書の様式は那覇市ホームページよ

りダウンロードできます。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

 （１）本業務に際し、本公示及び仕様書に基づき業務に確実に履行できる者。 
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 （２）那覇市「Ｒ６Ｒ７年度 物品購入等入札参加資格者名簿」の業種［薬品、 

衛生材料、医療機械器具、理科機械器］に登録済である。 

 （３）公告日から入札執行日までの間に、本市から那覇市建設工事等の請負契約 

   に係る指名停止に関する要領に基づく指名停止の措置を受けている期間がな 

い。 

 （４）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項に規定す 

   る者に該当しない者。 

 

５ 入札保証金 

那覇市契約規則第８条第１項第２号により免除する。 

ただし、落札者が正当な理由なく契約を締結しないときは、損害賠償金として、 

入札金額に年間補充予定量を乗じて得た額の 100分の５を那覇市に納付すること。 

 

６ 契約保証金 

那覇市契約規則第 30条第１項第９号により免除する。 

 

７ 入札・落札に関する事項 

別紙「入札の心得」を参照すること。 

 

８ 入札金額に係る消費税の扱い 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするため、入札参加者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、見積もった金額の

110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

９ 問い合わせ先 

  那覇市 環境部 クリーン推進課管理グループ 伊集 

  〒901-1105 南風原町字新川 650 

TEL：098-889-3567 FAX：098-888-1274 
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令和７年度那覇市し尿等下水道放流施設維持管理業務委託に係る制

限付一般競争入札の実施について（クリーン推進課） 

那覇市公告第 864 号  

令和７年３月４日  

掲 示 済  

 

 

制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 

次のとおり制限付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令第 167条の６

及び那覇市契約規則第４条の規定により公告する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 入札に付する事項 

（１）業 務 名 令和７年度那覇市し尿等下水道放流施設維持管理業務委託 

（２）委託期間 令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

（３）履行場所 那覇市し尿等下水道放流施設（浦添市伊奈武瀬１-５-11） 

（４）業務内容 別紙「令和７年度 那覇市し尿等下水道放流施設維持管理業務

委託仕様書」のとおり 

（５）最低制限価格は設定しない 

（６）当該競争入札は、競争入札参加資格の審査を入札執行後に行う事後審査型

である。 

 

２ 入札執行の日時及び場所 

 （１）日  時 令和７年３月 21日（金）午後１時 30分 

 （２）場  所 那覇市クリーン推進課 会議室 

         ※郵送による入札は認めない。 

 （３）特記事項 この公告は、令和７年度当初予算成立を前提とした年度開始前

の事前準備手続であり、本入札案件は、令和７年度当初予算成

立後に効力を生じる案件である。那覇市議会により当該予算に

係る議決が延期又は否決された場合は、入札を延期又は中止す

る場合がある。 

 

３ 入札説明会 

入札説明会は実施しませんので、入札案内及び仕様書に不明な点がありまし

たら、質問書に記入して FAXにて問い合わせください。 

入札案内及び仕様書、入札書、委任状、質問書の様式は那覇市ホームページ

よりダウンロードできます。 
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４ 入札に参加する者に必要な資格 

 （１）本業務に際し、本公示及び仕様書に基づき業務を確実に履行できる者であ

ること。 

 （２）那覇市法制契約課にＲ５・６年度の委託業務又は工事業者で登録されてい

ること。 

 （３）沖縄本島に本社又は営業所があること。 

 （４）公示日から入札執行日までの間に、本市から那覇市建設工事等の請負契約

に係る指名停止に関する要領に基づく指名停止の措置を受けている期間がな

いこと。 

 （５）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する

者に該当しない者であること。 

 

５ 入札保証金 

那覇市契約規則第８条第１項第２号により免除する。 

ただし、落札者が正当な理由なく契約を締結しないときは、損害賠償金として、

入札金額の 100分の５を那覇市に納付すること。 

 

６ 契約保証金 

那覇市契約規則第 30条第１項第９号により免除する。 

 

７ 入札・落札に関する事項 

別紙「入札の心得」を参照すること。 

 

８ 入札金額に係る消費税の扱い 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって落札価格とするため、入札参加者は、消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、見積もった金額の110分

の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

９ 対象施設の事前見学 

対象施設を事前に見学希望する場合は、下記担当者へ問合せのうえ日程の調

整を行うこと。施設の見学は令和７年３月12日までとする。 

 

10 問い合わせ先 

那覇市 環境部 クリーン推進課管理グループ 伊集 

  〒901-1105 南風原町字新川 650 

TEL：098-889-3567 FAX：098-888-1274 
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受入槽・沈砂槽等汚泥収集・運搬業務委託（し尿等下水道放流施

設）に係る制限付一般競争入札の実施について（クリーン推進課） 

那覇市公告第 865 号  

令和７年３月４日  

掲 示 済  

 

 

制限付一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 

次のとおり制限付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令第 167条の６

及び那覇市契約規則第４条の規定により公告する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 入札に付する事項 

 （１）業 務 名 受入槽・沈砂槽等汚泥収集・運搬業務委託（し尿等下水道放流

施設） 

 （２）委託期間 令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

 （３）履行場所 那覇市し尿等下水道放流施設（浦添市伊奈武瀬１-５-11） 

 （４）業務内容 別紙仕様書のとおり 

 （５）最低制限価格は設定しない 

 （６）当該競争入札は、競争入札参加資格の審査を入札執行後に行う事後審査型

である。 

 

２ 入札執行の日時及び場所 

 （１）日  時 令和７年３月 21日（金）午後３時 30分 

 （２）場  所 那覇市クリーン推進課 会議室 

         ※郵送による入札は認めない。 

 （３）特記事項 この公告は、令和７年度当初予算成立を前提とした年度開始前

の事前準備手続であり、本入札案件は、令和７年度当初予算成

立後に効力を生じる案件である。那覇市議会により当該予算に

係る議決が延期又は否決された場合は、入札を延期又は中止す

る場合がある。 

 

３ 入札説明会 

入札説明会は実施しませんので、入札案内及び仕様書に不明な点がありまし

たら、質問書に記入して FAXにて問い合わせください。 

入札案内及び仕様書、入札書、委任状、質問書の様式は那覇市ホームページ

よりダウンロードできます。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

 （１）本業務に際し、本公示及び仕様書に基づき業務を確実に履行できる者であ
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ること。 

 （２）那覇市の建設工事等業務名簿「令和５・６年度業者登録名簿」に登録済の

県内業者。 

 （３）沖縄本島に本社又は営業所があること。 

 （４）公告日から入札執行日までの間に、本市から那覇市建設工事等の請負契約

に係る指名停止に関する要領に基づく指名停止の措置を受けている期間がな

いこと。 

 （５）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項に規定す

る者に該当しない者であること。 

 

５ 入札保証金 

那覇市契約規則第８条第１項第２号により免除する。 

ただし、落札者が正当な理由なく契約を締結しないときは、損害賠償金として、

入札金額の 100分の５を那覇市に納付すること。 

 

６ 契約保証金 

那覇市契約規則第 30条第１項第９号により免除する。 

 

７ 入札・落札に関する事項 

別紙「入札の心得」を参照すること。 

 

８ 入札金額に係る消費税の扱い 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって落札価格とするため、入札参加者は、消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、見積もった金額の110分

の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

９ 対象施設の事前見学 

対象施設を事前に見学希望する場合は、下記担当者へ問合せのうえ日程の調

整を行うこと。施設の見学は令和７年３月12日までとする。 

 

10 問い合わせ先 

那覇市 環境部 クリーン推進課管理グループ 伊集 

  〒901-1105 南風原町字新川 650 

TEL：098-889-3567 FAX：098-888-1274 
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令和７年度那覇市消防局感染性・非感染性廃棄物収集運搬及び処理

業務委託の制限付一般競争入札について（消防局救急課） 

那覇市公告第 914 号  

令和７年３月 17 日  

 

 

制限付一般競争入札の実施について 

 

 

「令和７年度那覇市消防局感染性・非感染性廃棄物収集運搬及び処理業務 

委託」の制限付一般競争入札を実施する。よって地方自治法施行令第 167条の６及 

び那覇市契約規則第４条に基づき次のとおり公告する。 
 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 一般競争入札に付する事項 

（１）件  名：令和７年度那覇市消防局感染性・非感染性廃棄物収集運搬及び

処理業務委託 

（２）履行期間：契約の締結日から令和８年３月 31日まで 

（３）業務概要：別紙仕様書のとおり 

（４）備  考：本委託は紙による入札を行う 

 

２ 入札参加資格 

  次に掲げる条件を、すべて満たしている有資格業者であること。 

（１）沖縄県から産業廃棄物収集運搬業許可証を受けているもの。 

（２）沖縄県から産業廃棄物処分業許可証を受けているもの。 

（３）沖縄県から特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証を受けているもの。 

（４）沖縄県から特別管理産業廃棄物処分業許可証を受けているもの。 

（５）公告日から入札執行日までの間に、本市から那覇市物品購入等入札参加資 

格審査及び指名選定要綱に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

（６）本市の市税の納税義務がある者にあっては、その市税に滞納がないこと。 

（７）地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当しないこと。 

（８）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77号) 

第２条第６号の暴力団員又は同条第２号の暴力団もしくは同条第６号の暴力 

団員と密接な関係を有するものでないこと。 

 

３ 入札参加資格の確認申請書等の提出 

本競争の参加希望者は、制限付一般競争入札参加申請書（以下「申請書」とい 

う。）及び関係書類（以下「資格審査資料」という。）を持参により提出し、競争 

参加資格の有無について確認を受けなければならない。 

なお、期限までに申請書及び資格審査資料を提出しない者並びに資格がないと 

認められた者は、本競争に参加できない。 

（１）申請書及び資格審査資料の提出期間等 
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ア 提出期限：令和７年３月 24日(月)午後２時まで 

       ※ただし午後 12 時 00 分～午後１時 00 分、土日祝日を除く。 

イ 提出場所：那覇市消防局４階 救急課（那覇市銘苅２丁目３番８号） 

電話番号 098-867-1199    

ウ 提出方法：持参によるものとする。 

エ 提出書類：① 制限付一般競争入札参加申請書（市様式） 

② 登記事項証明書（履歴事項証明書） 

③ 印鑑証明書 

④ 納税証明書（完納証明書） 

⑤ 暴力団、暴力団員に関係していない旨の誓約書(市様式) 

⑥ 過去２年間の業務実績（市様式） 

⑦ 使用印鑑届（市様式） 

⑧ 産業廃棄物収集運搬業許可証（写し） 

⑨ 産業廃棄物処分業許可証（写し） 

⑩ 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証（写し） 

⑪ 特別管理産業廃棄物処分業許可証（写し） 

 

４ 仕様書等の配布期間及び配布方法 

（１）配布期間：令和７年３月 17 日（月）から令和７年３月 24 日（月）まで。 

受付時間：午前９時 00分 ～ 午後５時 00分 

※ただし午後 12時 00分～午後１時 00分、土日祝日を除く。 

※令和７年３月 24日（月）は、午後２時 00分で配布を終了す 

る。 

（２）配布方法：那覇市消防局にて受け取り又は那覇市ホームページに掲載する 

仕様書等をダウンロードして下さい。 

         ※ＦＡＸ、郵送での配布は行いません。 

 

５ 入札説明会 

 入札説明会は実施しません。 

 

６ 本案件に関する質問・回答 

（１）質問期限：令和７年３月 21日（金）午後２時 00分 

（２）質問方法：質問書をＦＡＸ又はメールで提出すること。 

送付後は、必ず電話にて到達確認をすること。 

（３）質 問 先：那覇市消防局 救急課 玉橋 

E-MAIL naha_f_kyu001@city.naha.lg.jp（救急課代表メール） 

TEL 098-867-1199 FAX 098-869-1190 

（４）回 答 日：令和７年３月 24 日（月） 参加者全員にＦＡＸで回答します。 

 

７ 入札（開札）の場所及び日時 

（１）日  時：令和７年３月 26日（水）午後２時 00分から 

（２）場  所：那覇市消防局 ４階 会議室２（那覇市銘苅２-３-８） 

（３）入札方法：直接投函 

（４）必要書類：ア 入札書（市様式） 

イ 代理人が入札する場合は、委任状（市様式） 
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８ 入札書の記載方法 

（１）入札書には、自己の見積もった金額の 110分の 100に相当する額を記載す 

ること。この金額に 100分の 10に相当する金額を加算した金額（この金額 

に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる）が契約金額 

となる。 

（２）入札金額の計算については、仕様書記載のとおり。 
 

９ 入札保証金 

  那覇市契約規則第８条第１項第２号の規定に基づき免除する。ただし、落札者

が契約を締結しないときは、損害賠償金として入札金額の 100分の５以上の額を

那覇市に納付しなければならない。 

 

10 契約保証金 

那覇市契約規則第 30条第１項第９号に基づき免除する。 

 

11 入札の無効に関する事項 

那覇市契約規則第 14条各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 

12 落札者の決定方法 

（１）予定価格以内で最低価格をもって有効な入札をした者を落札者とする。 

（２）同額の入札を行った入札参加者が２者以上いる場合は、くじにより落札者

を決定する。 

（３）入札執行は３回までとする。 

 

13 入札結果の公表 

  開札に立ち会った入札者に公表する。 

 

14 問い合わせ先 

  〒900-0004 沖縄県那覇市銘苅２丁目３番８号 

  那覇市消防局 救急課救急指導係 玉橋 綱大 

  電話番号 098-867-1199 

  FAX 番号 098-869-1190 
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消防局訓令 

 

那覇市消防吏員ワッペン規程の一部を改正する訓令 

那覇市消防局訓令第２号  

令 和 ７ 年 ２ 月 1 9 日  

公 表 済  

 

 

那覇市消防吏員ワッペン規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

 

那 覇 市 消 防 局  

局長 上原 立也  
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選挙管理委員会告示 

令和６年７月 21 日執行の那覇市議会議員補欠選挙における公職の候

補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨の公表の訂正について 

 

那覇市選挙管理委員会告示第 65 号  

令 和 ７ 年 ３ 月 ３ 日  

掲 示 済  

 

 

公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第 189条の規定による令和６年７月 21日

執行の那覇市議会議員補欠選挙における候補者の選挙運動に関する収支報告書につ

いて、候補者喜屋武幸容の出納責任者喜屋武幸容から訂正願があったので、令和６

年 10月１日付け那覇市選挙管理委員会告示第 46号の一部を次のとおり訂正する。 

 

 

那覇市選挙管理委員会  

委員長 前 原 常 雄  
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直接請求権に要する選挙権を有する者の数について 

那覇市選挙管理委員会告示第 66 号  

令 和 ７ 年 ３ 月 ３ 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市選挙管理委員会  

委員長 前 原 常 雄  

 

 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）の規定による直接請求、市町村の合併の特例

に関する法律（平成16年法律第59号）の規定による合併協議会設置の請求及び地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の規定による解職

請求に必要な選挙権を有する者の数は、次のとおりである。 

 

 

１ 地方自治法第74条第１項及び同法第75条第１項並びに市町村の合併の特例に関

する法律第４条第１項及び同法第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数

の50分の１の数 

 

５，０８８人 

 

 

２ 市町村の合併の特例に関する法律第４条第11項及び同法第５条第15項に規定す

る選挙権を有する者の総数の６分の１の数 

 

４２，３９５人 

 

 

３ 地方自治法第76条第１項、同法第80条第１項、同法第81条第１項及び同法第86

条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定す

る選挙権を有する者の総数の３分の１の数 

 

８４，７９０人 
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監査委員公表 

 

令和６年度後期定期監査の結果について（公表） 

那 監 公 表 第 ９ 号  

令和７年３月 17 日  

 

 

那覇市監査委員 上 地 英 之  

同    宮 城    哲  

同    城 間     貞  

同    中 村 圭 介  

 

 

 

令和６年度後期定期監査の結果について（公表） 

 

 

地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 199条第１項及び第４項に基づき実施した

令和６年度後期定期監査の結果を、同条第９項の規定により、次のとおり公表する。 
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    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1718 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1719 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1720 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1721 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1722 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1723 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1724 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1725 

 

 

 

 

 

 



    那 覇 市 公 報    第１８８０号   2025（令和７）年３月17日 

 1726 

 


